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１．はじめに  

 川崎港臨港道路主橋梁部（5 径間連続複合斜張橋）の主

塔に採用した鋼管矢板基礎は，水深 20m（水面から頂版下

面まで 30m）の大深度施工，国内でも最大規模の平面形状

となる（図-1 参照）。本稿では，本基礎工形式を採用する

にあたり配慮した技術上の課題と対応について述べる。 

２．基礎工諸元  

鋼管矢板は，基礎に作用する荷重規模および大水深・大

深度施工になるため，剛性の高い杭径 1500 を採用，打設

方法は油圧ハンマによる打込み工法を採用している。ただ

し，鋼管矢板先端を所定の位置まで貫入する目的で中間層

（Ds1：最大 N 値 94），支持層（Dg1：最大 N 値 188）に

対し，補助工法を併用する計画とした。杭先端処理は，補

助工法により支持層に貫入するため，コンクリート打設方

式とした。鋼管矢板基礎は，普通継手では基礎の平面形状

が大型化したため，東京ゲートブリッジの鋼管矢板基礎で

採用された高耐力継手により平面形状を縮小化し，コスト

縮減を図った。 

３．鋼管矢板基礎の設計手法 

 大水深での施工となることから，施工時の安全性評価が課題であったため，仮締切りの計算において，土層

の起伏，設計基準による側圧強度の違いを考慮したケースを複数検討した。 

(1)土層構成の相違 

大断面基礎となるため，考えられる土層の起伏を想定し，下部工中心と基礎 4 隅で実施された地質調査結果

を反映した 5 ケースの土層構成モデルを作成し，安全側となるように板厚変化位置を設定した。 

(2)粘性土地盤の側圧強度 

仮締切りの計算に使用する側圧の考え方は，「鋼管矢板基礎設計施工便覧（以下，便覧）」と「港湾の施設の

技術上の基準（以下，港湾基準）」の 2 ケース実施した。便覧の側圧の考え方は，土圧と水圧を一体として扱

っているが，粘着力の高い粘性土においては，側圧が小さめになる傾向にある。一方で，港湾基準では土圧と

水圧を分離して載荷する方法が行われており，東京ゲートブリッジの基礎照査に採用した実績がある。したが

って，本橋においても便覧の土水一体で設計し，港湾構造物の基準にある土水分離で照査するという設計手法

を採用し，施工時の安全性を確保した。図-2 に便覧，港湾基準の側圧強度で設計した時の仮締切り時における

各施工ステップの鋼管矢板本体の変形，応力分布図を示す。土水分離で設計すると鋼管矢板の変形，応力とも

に大きくなり，かつ最大応答値が発生する箇所が変更になる。許容値に対する応力余裕が小さくなるため，計

測管理を実施し，同時並行で予測解析を逐次行い，必要に応じてプレロードを実施する計画を予定している。 
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図-1 橋脚構造図 
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(3)掘削底面の安定 

 盤ぶくれに対しては，橋脚の掘削底面下に不透水層が確認されているため，原位置にて湧水圧試験（JFT 法）

を実施した。間隙水圧測定結果をもとに，便覧の荷重バランス法にて照査を実施して安全性を確認した。 
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        変形図              応力図 

図-2 仮締切り時の鋼管矢板変形図及び応力図 

４．鋼管矢板の打設工法検討 

(1)杭の打設工法検討 

鋼管矢板は桟台上で油圧ハンマによる施工を想定しており，打設位置によっては支持層（Dg1）の上面には

N 値 30～50 の良質な砂層（Ds1）が 5～16m 程度存在しているため，継手部の抵抗を考慮すると高止まりの可

能性があった。東京ゲートブリッジは打込み工法単独での施工（鋼管矢板 1500，打設長 L=67.5m）であった

ため，同規模の本橋でも同様に，打込み工法単独施工の可否について検討した。東京から川崎付近の地盤条件

は，多摩川を挟んで変化しており，支持層としている洪積砂礫層が東京ゲートブリッジでは沖積基底礫（Dg1），

本橋は相模層群（Dg1）に該当し，地質年代がそれぞれ 1 万年前と 18 万年前と大きく異なるため，地盤の固

結度に差があった。また，近隣の東扇島岸壁工事においても中間層（Ds1）の施工にウォータージェット工法

（以下，WJ 工法）を併用して施工された実績がある。したがって，当該地盤では打込み工法単独での施工は

困難であるとの結論に至った。そのため，中間層（Ds1）と支持層（Dg1）へ貫入するための補助工法の選定

にあたっては「先行掘削工法」，「WJ 工法」，「砂置換法」を比較検討し，経済性から先行掘削工法を選定した。

先行掘削工法は，首都高速多摩川トンネル工事の立坑施工（鋼管矢板 1500，L=73m）での実績を踏まえ，掘

削深度と杭径，硬土質地盤で対応可能なリバース工法を採用した。 

(2)支持力評価方法 

リバース工法での先行掘削径は 1350mm が想定されるので，設計径 1500mm より小さいため，設計では中

掘り工法の周面摩擦力で支持力評価を行った。 

先行掘削により杭先端まで施工された杭先端の処理方式は，セメントミルク噴出攪拌工法が 1200 までしか

対応できないため，大口径 1500 で施工可能なコンクリート打設方式を採用した。先端支持力の算定は，道路

橋示方書に示す値を用いて行った。ただし，大口径鋼管杭の杭先端処理にコンクリート打設方式を採用した場

合の支持力については，支持力機構が明らかになっていないのが現状であることから，施工時には中打ち単独

杭を利用した鉛直載荷試験を実施し，設計値以上の支持力を確認する予定としている。 

５．おわりに  

 鋼管矢板基礎が大水深・大深度の施工となるため，現場条件に伴うリスクを想定し，計画設計段階から施工

時の安全性の確保に努め，課題と対応方針について紹介した。今後，工事で計測管理，杭の鉛直載荷試験を行

い，設計の妥当性を検証していく予定である。本稿の紹介事例が今後の設計で参考になれば幸いである。 
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